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令和６年度当初予算編成にあたって

〔本市の財政状況〕
○ 近年の良好な決算

Ｒ３決算 ４０億円を超える黒字
Ｒ４決算 ３０億円を超える黒字

○ 将来の財政需要に備えた基金の確保
財政調整基金・減債基金 ９５億円
危機事象対策推進基金、子ども未来基金、
デジタル・トランスフォーメーション推進基金の設置など

〔本市を取り巻く環境の変化〕
○ 観光需要の急速な回復
○ 少子化の急速な進行への対応

Ｈ１９） ２，２００人（出生数）
→ Ｈ３０） ２，０００人

（２００人減少するのに１１年）
→ Ｒ ４） １，８００人

（わずか４年でさらに２００人減少）
○ 令和６年能登半島地震の発生
○ 物価高騰の懸念から生活や将来への不安感の発生

〔予算編成における重要な視点〕
○ 市民の命や財産、生活を守るための緊急的な対応
○ 市民が将来に希望を持てる徳島市の構築
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予算規模

▷ 会計別予算規模
○ 一般会計 １，１１７億７，０００万円

※ 対前年度比 ４０億６，０００万円 ＋３．８％

○ 特別会計 ５６６億５，４８９万円（注）職員給与等支払特別会計は除く

※ 対前年度比 △８億６，１２６万円 △１．５％

○ 企業会計 ３３４億８，５２３万円
※ 対前年度比 △３２億６，９９５万円 △８．９％

1,013 1,044 1,063 1,077 1,118

578 561 571 575 567
329 316 321 368 335
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令和６年度当初予算案のポイント
令和６年度当初予算案は、義務的・経常的な経費のほか、市民生活を守る緊急対応や、これまでの取組により、前に進み始めた徳島市が後退することが
ないよう、事業の継続性を踏まえた骨格予算として編成しています。

▷ 大規模災害への備え
○ 令和６年度は、能登半島地震を踏まえ、木造住宅の耐震化のスピードアップを図るとともに、本市における災害対応能力のさら
なる向上や、誰もが安心して避難することができる環境整備に取り組みます。

▷ 市民の暮らしや地域経済を守る
○ 物価高騰の影響が懸念される家計を支援するとともに、地域経済の下支えに取り組みます。

▷ 切れ目のない取組と対応
○ 市民が将来に希望をもてる徳島市を構築するため、次の３つの柱建てにより予算編成を行いました。

① 「こどもまんなか社会の実現」
「こどもまんなか応援サポーター」宣言を行った徳島市として、常に子どもにとって一番の利益を考え、妊娠・出産期から子育て期ま

で、切れ目のない支援体制を強化するとともに、多様化する子育て家庭等のニーズにきめ細やかに対応します。

② 「活力あるまちづくりの加速」
徳島市がさらに発展していくため、点在するコンテンツの磨き上げにより周遊性を高めるとともに、著しい回復を見せている観光需

要を取り込むため、阿波おどりを活用した観光誘客を推進し、まち全体の賑わいと集客力を強化します。

③ 「共生による持続可能なまちづくりの推進」
多様な人材、団体、企業などと一緒に地域課題を解決しつつ、まちづくりに取り組むため、ＳＤＧｓや公民連携の取り組みを推

進するとともに、「ゼロカーボンシティ」を宣言した徳島市として、脱炭素社会の実現を目指します。

▷ 行財政運営におけるレジリエンス（強靱性）の強化
○ 良好な決算を背景に、これまで財政調整基金の積み増しなど、将来の財政需要への備えを強化してきました。引き続き、「徳島
市行財政改革推進プラン２０２１」を踏まえ、行財政運営のレジリエンス（強靱性）の強化に取り組みます。
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大規模災害への備え

■ 子どもと女性・お母さんのための備蓄物資整備事業（新規） ■ １０，０００千円
大規模災害時には、妊産婦や乳幼児が避難所生活を余儀なくされることも想定されることから、産前産後の栄養が不

足しがちな妊産婦のための栄養補助食品や、子ども用トイレ等を備蓄することで、誰もが安心して避難することができる環
境づくりに取り組む。

■ 災害対策用備蓄物資管理システム整備事業（拡充） ■ ３，００３千円
備蓄物資の情報を一元管理するとともに現地からの要請により的確に支援物資を届けるためのシステム整備を行う。

誰もが安心して避難することができる環境整備

■ 庁舎災害対応機能強化事業 ■ １，６００，２９６千円
本市の災害対応の拠点となる（仮称）危機管理センターの整備を進める。令和７年度中の開設を目指す。

■ 防災訓練・福祉避難所訓練開催事業 ■ ８，４４８千円
「徳島市民総合防災訓練」や「福祉避難所」における訓練を開催し、市民の防災意識の高揚や、災害時に迅

速かつ円滑に避難所を開設・運営できる体制を構築する。

危機対応能力の強化

■ 災害用映像情報収集ネットワーク整備事業（拡充） ■ ８，２９０千円
災害発生時の速やかな被害状況の把握や、迅速な応急活動を可能にするため、高所カメラを眉山山頂に２台

増設する。
■ 既存木造住宅耐震化促進事業（拡充） ■ １３６，５２９千円

市民の命と財産を守るため、木造住宅の耐震化を促進する。
補助額最大１４０万円。 改修＋シェルター化＋住替え＝１１８件分の補助枠確保

■ 防災サポーター登録育成事業 ■ ５３９千円
防災士の資格を持つ防災サポーターの登録者を増員し、災害発生時に備え、専門研修や訓練を実施する。
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市民の暮らしや地域経済を守る
物価高騰の影響が懸念される家計の支援

地域経済の下支え

■ 子ども医療費助成事業 ■ １，２２０，７１６千円
令和６年１月から、対象年齢の上限を１５歳までから１８歳までに拡大するとともに、令和６年４月からは、

入院時の自己負担額を無償化（従来は１レセプトにつき６００円）し、子どもの健康を増進する。
■ 学校給食費支援事業補助 ■ １３６，９９８千円

小・中学校の給食材料費や燃料費の高騰が保護者の負担増につながらないように、令和５年度に引き続き経
費増額分を補助する。

■ とくしま在宅育児応援クーポン事業（拡充） ■ ３０，２４２千円
２歳までの子どもを育てている家庭を支援するため交付しているクーポン（１５，０００円分）の交付要件と

なっている所得制限を撤廃する。

■ 住宅リフォーム支援事業（拡充） ■ ３０，０８２千円
快適な住環境の確保による定住や移住の促進を目的として、経済波及効果の高い住宅リフォームに対する

助成制度を拡充。助成額１５万円～３０万円（従来１０万円～３０万円）。補助率１５％～３０％
（従来１０％～３０％）

■ 創業促進事業 ■ ７，８４０千円
新たに創業を予定している人や、創業間もない事業者を対象に、商工団体や金融機関等と連携して、セミ

ナーや相談会を行うとともに、創業に要する経費や事業の発展に要する経費を補助する。

■ ファミリー・サポート・センター事業 ■ ２２，９００千円
子育てサポートをしてほしい人と子育てをサポートしたい人の相互援助活動で成り立っているファミリー・サポート・センターについて、令和６年１月から実

施している、より利用しやすく、参加しやすい補助制度を継続する。
サポートしてほしい人の自己負担額１時間５００円（以前７００円）、サポートしたときの報酬１時間９００円（以前７００円）
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切れ目のない取組と対応
① 「こどもまんなか社会の実現」

教育・保育環境の向上

ライフステージに応じたきめ細やかな支援の充実

■ 中学校校舎の長寿命化 ■ １，０５６，８２４千円
国府中学校１期工事 令和６年度－令和７年度（２期に分けて実施。令和９年度完成）
川内中学校１期工事 令和６年度－令和７年度（３期に分けて実施。令和１０年度完成）

■ 小・中学校トイレ環境の向上 ■ ３３９，７８７千円
令和６年度から令和８年度までの３年間で、小・中学校トイレの洋式化、床・トイレブースの改修等を進

め、より良い学校生活の環境づくりに取り組む。
■ 就学前幼・保再編計画にもとづく認定こども園の整備 ■ １，２６８，５４２千円

計画に基づき、令和７年４月の開園を目指し、新しい認定こども園の整備に取り組む。
〔昭和エリア〕（仮称）昭和認定こども園 定員１７０人（民間施設）
〔富田エリア〕（仮称）富田認定こども園 定員１２０人（市立施設）

■ 不妊治療助成事業（新規） ■ ２５，５６４千円
子どもを望む方の経済的負担軽減のため、不妊治療にかかる健康保

険の自己負担金の一部を補助する。補助金額５万円／回。
■ 子育て世帯訪問支援事業（新規） ■６，１４５千円

子育て等に不安を抱えた家庭等に対し、子育てに関する情報提供や
家事・育児の支援の提供を通じて、家庭や子どもの養育環境を整え、
児童虐待のリスクの高まりを未然に防ぐ。

■ 産後ケア事業（拡充） ■ ６，４９９千円
訪問型を無償化する（乳房マッサージは従来１回２千円）ととも

に、新たに、医療機関等における短期入所型や通所型を導入する。

■ こども家庭センターの開設（新規） ■ ２７３千円
全ての妊産婦や、子育て世帯、子どもに対し、母子保健と児童福祉

の一体的な相談支援を行うとともに、よりきめ細やかな支援の充実・強
化を図るため、令和６年４月に、子ども未来部子ども健康課内に「こど
も家庭センター」を設置する。

■ 学童保育事業（拡充） ■ ６１０，５２９千円
小学校終了後の児童の適切な遊びと生
活の場を提供する学童保育事業の安定的
な運営のため、運営事務職員の配置等に
対する経費を運営費に加算する。
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切れ目のない取組と対応
② 「活力あるまちづくりの加速」

点在するコンテンツの磨き上げによる賑わいづくり

１年を通じ阿波おどりによる観光誘客の促進

■ 新町西地区市街地再開発事業 ■ ５４７，３３３千円
都市の再生を図るため、令和９年度の完了を目指し、事業主体である再開発組合を支援する。

■ 中心市街地出店支援事業（拡充） ■ ５，０００千円
出店にチャレンジしやすい環境づくりとして、空き店舗に新たに出店する場合の補助制度を拡充。

補助上限額５０万円（従来３０万円）。
■ とくしま動物園魅力創造事業（拡充） ■ ３４，１０８千円

秋のイベントとして定着している夜の動物園を、春にも拡大して開催する。また、日よけの設置、ベン
チの改修等、来園者が快適に園内を巡ることができる環境づくりに取り組む。

■ とくしま植物園ドッグラン整備事業（新規） ■ ２，０００千円
愛犬の運動不足解消やストレス発散、犬同士の社会性の学習などに役立つとされるドッグランを、と

くしま植物園の利用促進もかねて、園内に整備する。令和６年度設計、令和７年度 工事・竣工。
■ プロスポーツ応援事業（新規） ■ ２，０００千円

これまで実施してきたサッカー「徳島ヴォルティス」の公式戦会場におけるホームタウンデーの開催に加え、野球の「徳島インディゴソックス」及びバスケットボー
ルの「徳島ガンバロウズ」においても同様の応援イベントを開催し、より幅広い層に対して地元チームに対する愛着の増進や地域活性化に取り組む。

■ 観光キャンペーン実施費（拡充） ■ １０，７０４千円
国内の宿泊者数や訪日外国人旅行者数が急速な回復を見せる中、本市の観光誘客を促進するため、阿波おどり

を活用した持続可能な観光キャンペーンに取り組む。
■ 阿波おどり「絆」強化事業 ■ ７，２７２千円

徳島市と一緒に阿波おどりを盛り上げていただいている阿波おどりアンバサダーの活動支援や、有名連とともに桟敷に
躍り込むダイバーシティとくしま連の活動により、阿波おどりを通じた観光誘客に取り組む。
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切れ目のない取組と対応
③ 「共生による持続可能なまちづくりの推進」

多様な人、団体と取り組むまちづくり

ゼロカーボンシティの推進

■ ＳＤＧｓ推進事業（拡充） ■ ５，９５４千円
ＳＤＧｓ未来都市として、戦略的なプロモーション活動や全国のモデルとなるような取組にチャレンジする。ひょうた

ん島周遊船の電動化に向けた取組を進める。
■ デマンド交通実証運行事業 ■ ４２，９５５千円

令和６年１月に運行を開始したＡＩデマンドバス「のるーと徳島市」の実証運行に引き続き取り組み、運行データ
や利用者ニーズを分析し、新たな運行形態としての有効性や本格導入の可能性などの検証を進める。

■ ３Ｄ都市モデル活用事業 ■ ３，３２２千円
現在整備中の３Ｄ都市モデルは、実際の町並みと同様の空間がサイバー空間上で再現でき、災害ハザード情報

やエリアマネジメントの可視化など、様々な活用が期待できる。整備後はオープンデータ化し、民間での活用を促進す
るため、国の産学官連携協議会や、地元大学等と連携し、地域課題解決型の「アイデアソン」を開催する。

■ 共創のまちづくり推進事業 ■ ２，２４４千円
まちづくり協働プラザを社会課題解決に向けたオープンイノベーションの場として活用し、公・民・学が連携して社会

的課題を解決する新たな事業や、コミュニティビジネスを実施する人材の育成と活躍を推進する。

■ 持続可能な環境未来都市形成事業（拡充） ■ ２３，０００千円
温室効果ガスの排出量削減に取り組むため、再エネ設備の普及促進に係る補助枠を拡大する。
住宅用太陽光発電設備 ８５件→２００件（補助額 ５０千円／件）
蓄電池・ＥＶ充給電設備 ５０件→１００件（補助額１００千円／件）

■ 防犯灯設置費補助（拡充） ■ １０，０００千円
町内会等が防犯灯を設置する場合の助成制度。今後、ＬＥＤ灯の寿命による更新が必要になることに備え、町内

会等の負担軽減のため、既存のＬＥＤ防犯灯の更新についても助成対象として加える。



９

行財政運営におけるレジリエンスの強化
あらゆる財源の確保
■ 市税徴収率の向上 ■

■ 将来の財政需要への備え（基金の確保） ■
〔財政調整基金＋減債基金 年度末残高の推移〕

Ｒ２実績 Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５見込 Ｒ６予算

徴収率％ ９６．７ ９７．９ ９８．０ ９８．１ ９８．2

Ｒ２実績 Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５見込 Ｒ６予算

金額億円 ２．２ ３．４ ５．９ ７．２ ８．２

基金名 新設・
積み増し額

新設・積み増しを行っ
た時期

危機事象対策推進基金、子ども未
来基金、デジタル・トランスフォーメー
ション推進基金、市民福祉基金

２１億円 令和２～４年度

減債基金 ３億円 令和６年３月

とくしま動物園魅力向上基金 １億円 令和６年３月

■ ふるさと応援寄附金 ■

〔新設・積み増しを行った基金〕

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５現時点

残高億円 ５４ ５６ ６０ ８０ ９５

分かりやすく利便性の高い行政サービスの提供
■ 書かない窓口（新規） ■

令和５年度に窓口テストを実施した、住民票等を請求する際の「書かない窓口システム」を常設化。
■ おくやみコーナー ■

大切な方が亡くなられた際のご遺族の負担軽減のため、保険、介護、福祉などの相談や手続きを一元化。
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一般会計「歳入予算」の概要
○ 市税・・・・・・・・・・・・・景気の回復が見込まれるものの定額減税の影響を見込み、減少見込み（前年度比△０．４％）
○ 繰入金・・・・・・・・・・・自治体情報システムの標準化に備えた基金の取崩しが増加することから、増加見込み（前年度比＋４４．７％）
○ 国庫支出金・・・・・・・自治体情報システム標準化に要する経費の財源として国補助金が増加することから、増加見込み（前年度比＋３．０％）
○ 地方交付税・・・・・・・国の交付総額及び過去の交付状況等を勘案し、増加見込み（前年度比＋９．９％）
○ 市債・・・・・・・・・・・・・危機管理センターの整備などにより投資的経費が増加することから増加見込み（前年度比＋１１．９％）

■ 令和６年度 歳入（収入）の内訳
区分 予算額 対前年度増減額 前年度比

自
主
財
源

市税 ４１１億１，３００万円 △１億４，６４３万円 △０．４％

繰入金 １７億 ３１４万円 ５億２，５８９万円 ４４．７％

その他の自主財源 ４３億６，９６６万円 △６億 ２８１万円 △１２．１％

小計 ４７１億８，５８０万円 △２億２，３３５万円 △０．５％

依
存
財
源

国庫支出金 ２３５億７，８５５万円 ６億９，６００万円 ３．０％

地方交付税 １２３億７，７００万円 １１億１，４００万円 ９．９％

市債 ９５億２，１００万円 １０億１，３１０万円 １１．９％

県支出金 ９１億４，８０２万円 ５億３，９９４万円 ６．３％

その他の依存財源 ９９億５，９６４万円 ９億２，０３１万円 １０．２％

小計 ６４５億８，４２１万円 ４２億８，３３５万円 ７．１％

合計 １，１１７億７，０００万円 ４０億６，０００万円 ３．８％

注）計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。

その他の自主財源：分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、諸収入
その他の依存財源：地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事

業税交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、環境性能割交付金、
地方特例交付金、交通安全対策特別交付金

自主財源
42.2%依存財源

57.8%

市税
411億1,300万円

36.8%

繰入金
17億314万円

1.5%
自主財源その他
43億6,966万円

3.9%

国庫支出金
235億7,855万円

21.1%

地方交付税
123億7,700万円

11.1%

市債
95億2,100万円

8.5%

県支出金
91億4,802万円

8.2%

その他の依存財源
99億5,964万円

8.9%
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一般会計「歳出予算」（目的別）の概要
○ 民生費・・・・・・・・・・・認定こども園整備や障害福祉サービス給付費の増加等により、増加（前年度比＋５．６％）
○ 衛生費・・・・・・・・・・・子ども医療費やじん芥処理施設整備費の増加等により、増加（前年度比＋３．７％）
○ 総務費・・・・・・・・・・・危機管理センターの整備や退職手当、自治体情報システムの標準化の増加等により、増加（前年度比＋２４．５％）
○ 土木費・・・・・・・・・・・新町西地区市街地再開発事業費の減少等により、減少（前年度比△１６．１％）
○ 教育費・・・・・・・・・・・小・中学校トイレ環境の向上や小学校教師用教科書購入費の増加等により、増加（前年度比＋６．４％)

■ 令和６年度 歳出（支出）の内訳
区分 予算額 対前年度増減額 前年度比

民生費 ５４０億６，８５７万円 ２８億７，０３６万円 ５．６％

衛生費 １１０億 ４６７万円 ３億９，４６５万円 ３．７％

総務費 １０８億６，７８１万円 ２１億３，８０８万円 ２４．５％

土木費 １０４億６，９６１万円 △２０億 ８８５万円 △１６．１％

教育費 ９８億５，３０４万円 ５億９，４６９万円 ６．４％

公債費 ８７億４，０１８万円 △１億５，１９２万円 △１．７％

消防費 ３４億５，４２７万円 ３億２，８３３万円 １０．５％

商工費 １５億９，７９７万円 △８，３４９万円 △５．０％

農林水産業費 １０億３，６９７万円 △２，３２９万円 △２．２％

その他 6億７，６９１万円 １４６万円 ０．２％

合計 １，１１７億７，０００万円 ４０億６，０００万円 ３．８％

注）計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。
その他：議会費、労働費、災害復旧費、予備費

民生費
540億6,857万円

48.4%

衛生費
110億467万円

9.9%

総務費
108億6,781万円

9.7%

土木費
104億6,961万円

9.4%

教育費
98億5,304万円

8.8%

公債費
87億4,018万円

7.8%

消防費
34億5,427万円

3.1%

商工費
15億9,797万円

1.4%

農林水産業費
10億3,697万円

0.9％

その他
6億7,691万円

0.6%
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「歳出予算」（目的別）の増減理由

総務費１０８億６，７８１万円 前年度比＋２１.４億円（＋２４.５％）

〔主な増減理由〕
庁舎災害対応機能強化事業費＋１４.９億円、退職手当＋４.０億円、
賦課徴収システム開発事業費＋２.２億円、住民記録システム等整備＋１.４億円

民生費５４０億６，８５７万円 前年度比＋２８.７億円（＋５.６％）

〔主な増減理由〕
認定こども園整備費＋８.４億円、障害福祉サービス給付費＋７.９億円、
法定児童手当＋４.９億円、教育・保育給付費負担金＋３.３億円

衛生費１１０億４６７万円 前年度比＋３.９億円（＋３.７％）

〔主な増減理由〕
子ども医療扶助費＋２.４億円、予防接種健康被害給付費＋１.０億円、
出産・子育て応援給付金＋０.７億円、市民病院事業会計負担金等△１.７億円

商工費１５億９，７９７万円 前年度比△０.８億円（△５.０％）

〔主な増減理由〕
阿波おどりミュージアムリニューアル事業費△０.６億円、
観光キャンペーン事業費＋０.１億円

消防費３４億５，４２７万円 前年度比＋３.３億円（＋１０.５％）

〔主な増減理由〕
防災行政無線移動系デジタル化整備事業費＋３.８億円、
消防ポンプ自動車等整備費＋０.８億円、耐震性貯水槽整備負担金△１.２億円

農林水産業費１０億３，６９７万円 前年度比△０.２億円（△２.２％）

〔主な増減理由〕
排水施設改良費△０.６億円、排水施設補修費△０.１億円、
農地施設水利施設等保全高度化事業＋０.４億円、ため池管理費＋０.２億円

土木費１０４億６，９６１万円 前年度比△２０.１億円（△１６.１％）

〔主な増減理由〕
新町西地区市街地再開発事業費△２２.５億円、
都市下水路ポンプ場改築費△４.６億円、徳島外環状道路周辺対策費＋４.４億円

教育費９８億５，３０４万円 前年度比＋５.９億円（＋６.４％）

〔主な増減理由〕
小・中学校ﾄｲﾚ環境の向上、＋３.４億円、小学校教師用教科書購入費＋２.２億円、
学校給食調理業務民間委託事業費＋１.１億円
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一般会計「歳出予算」（性質別）の概要
○ 義務的経費（人件費、扶助費、公債費）は、前年度に比べ４．２％増加

主な要因は、人件費の退職手当の増及び会計年度任用職員に対する勤勉手当支給の増によるもの。
○ 物件費は、前年度に比べ７．５％増加

主な要因は、自治体情報システム標準化により、賦課徴収システム等の開発経費の増によるもの。
○ 投資的経費は、前年度に比べ８．１％増加

主な要因は庁舎災害対応機能強化事業や認定こども園の整備、小・中学校トイレ環境の向上等による事業費の増によるもの。
○ 補助費等は、前年度に比べ３．０％減少

主な要因は、旧文化センター跡地整備費の減によるもの。

■ 令和６年度 歳出（支出）の内訳
区分 予算額 対前年度増減額 前年度比

義
務
的
経
費

人件費 ２１９億８，３０２万円 １３億９，０７９万円 ６．８％

扶助費 ３５０億２，８３３万円 １４億１，６８３万円 ４．２％

公債費 ８７億４，０２１万円 △１億５，１９０万円 △１．７％

計 ６５７億５，１５６万円 ２６億５，５７２万円 ４．２％

物件費 １２９億９，４１２万円 ９億 １６７万円 ７．５％

投資的経費 １１４億７，３２１万円 ８億５，７２８万円 ８．１％

補助費等 １０９億７，０６３万円 △３億４，２３６万円 △３．０％

繰出金 ８４億１，６５０万円 １億８，１９８万円 ２．２％

維持補修費 １１億１，６５５万円 △９，３０７万円 △７．７％

その他 １０億４，７４４万円 △１億 １２３万円 △８．８％

合計 １，１１７億７，０００万円 ４０億６，０００万円 ３．８％

注）計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。

その他：積立金、投資及び出資金、貸付金、予備費

義務的経費
58.8%

その他の経費
41.2%

人件費
219億8,302万円

19.7%

扶助費
350億2,833万円

31.3%
公債費

87億4,021万円
7.8%

物件費
129億9,412万円

11.6%

投資的経費
114億7,321万円

10.3%

補助費等
109億7,063万円

9.8%

繰出金
84億1,650万円

7.5%

維持補修費
11億1,655万円

1.0％

その他
10億4,744万円

0.9%
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財政調整基金・減債基金、
地方債残高の状況

財政調整基金等の年度末残高 ８５億円
○ 財政調整基金と減債基金を合わせた残高は、前年度同時期と比較して１５
億円の増となる８５億円を確保
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Ｒ２．６ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

年度末基金残高（当初予算編成時） 億円

財政調整基金残高 減債基金残高

注）計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。

地方債残高 １，０３２億円（対前年度比△３億円）
○ 地方債残高は着実に減少。さらに、財政の健全度を判断する指標の１つであ
る、公債費の実質的な負担割合を示す実質公債費比率も低下
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